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は比較的好調に推移している。図 1-1 は電子部品 6 社（京セラ、村田製作所、TDK、日本
電産、日東電工、アルプス電気）と電機大手 8 社（日立製作所、東芝、三菱電機、パナソ
ニック、ソニー、富士通、シャープ、NEC）の 2015 年度（2015 年 4 月～2016 年 3 月）に
おける連結売上高の平均を、図 1-2 は連結営業利益の平均を比較したものである。電機 8




























































         表 1-1 電子部品の主な世界シェア 
企業名 製品名 世界シェア 備考 
村田製作所 
積層セラミックコンデンサ 40％ 電気を蓄える部品 
ＳＡＷフィルタ 50％ 必要な周波数の電波を送受信する通信の要 
日東電工 中小型液晶用偏光板 60％ ディスプレイ表示を左右する要素部品 
アルプス電気 タクトスイッチ 30％ 人の動作を機械に伝える 
日本電産 モータ（情報系ブラシレス） 65％ 車から家電まで全ての回す・動かすに対応 
ＴＤＫ ＨＤＤヘッド 30％ 記録媒体情報の書き込み・読み取りを行う 
オムロン リレー 20％ 電流のオン・オフを動作に換える 
ローム 小信号ダイオード 20％ 回路内の電流の制御弁 
京セラ セラミックパッケージ 80％ 半導体素子や電子部品を包むパッケージ 




















































































































































図 1-5 自動車部品出荷額に占める電気・電子部品の割合推移 
 
   
出所）一般社団法人日本自動車部品工業『自動車部品出荷動向調査結果』のページ 




である。2016 年に対して、2 ＴＤＫでは自動車関連部品の割合がほぼ 2 倍に推移し、日本
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モジュラー型とインテグラル型の二つに区別される（Ulrich, 1995，p.422; 青島・武石, 2001，
























































































































ている（藤本, 2003, p.19）。 
 
















































































な財力や経営資源の急速な展開能力がないと難しい（藤本, 2003, p.19）。 
林（2004）も、電子部品企業の位置取りを社内で行われている擦り合わせ程度と社外で


























































































































































例えば、Hoetker（2006）は、1992 年から 1998 年における革新的な液晶ディスプレイを




















が、モジュールであっても IBM が行った IBM/360 の設計のように高度にモジュラー型の
























































































































































































































































































図 1-7 アーキテクチャの位置取り戦略と開発組織の概念モデル 









































































第 2 章のイリソ電子の事例分析は、特に断りのない限り 2016 年 11 月 21 日の開発マネ
ージャーA 氏に対するインタビューによるものである。また、第 3 章のアルプス電気の事
例分析は、2015 年 9 月 11 日の役員 B 氏に対するインタビュー、2016 年 2 月 10 日の役員
B 氏および元現地法人社長の C 氏に対するインタビュー、および 2017 年 5 月 1 日の元現




                                                        

































イリソ電子は、1966 年 12 月に設立された多極コネクタ・電子機器用ピンの製造・開発・
販売を行う東証一部上場のコネクタメーカーである。表 2-1 に示すように、国内従業員数
（単体）は 365 人（2016 年 3 月末日現在）で、開発の拠点は国内に 2 ヶ所、海外に 1 ヶ所








表 2-1 イリソ電子の概要 
社名 イリソ電子工業株式会社 
設立年月日 1966 年 12 月 
資本金 56 億 4 千 5万円 
事業内容 コネクタの製造、開発及び販売 




崎）、上海 R&D センター 
営業拠点 日本、韓国、中国、香港、台湾、シンガポール、マレーシア、タイ、フィリピン、ドイツ、USA、インド 
出所）有価証券報告書より筆者作成。 
電子部品産業では、総合コネクタメーカーの Z 社が営業利益率 20％以上を維持し、高収
益企業のひとつとして知られているが、同社もコネクタ業界では収益性の高い企業のひと
                                                        
5 第 2 章は、『赤門マネジメント・レビュー』に公表した佐藤（2018b）に基づいて作成している。 
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つである。図 2-1 は、同社と競合関係にある X 社および Y 社における、2012 年 3 月から
2016 年 3 月までの連結売上高および連結営業利益率の推移を示したものである。X 社、Y
社ともに、売り上げのおよそ 8 割以上をコネクタが占めており（2016 年 3 月期）、総合コ
ネクタメーカーとは異なり限られた分野のコネクタを主力製品としている。これら 3 社に





    
出所）有価証券報告書より筆者作成。 
 



















































図 2-2 市場別売上高構成比（2016 年 3 月期）






図 2-3 は、日系コネクタメーカー（ワイヤーハーネスを除く）の 2011 年度における上位
20 社の売上高ランキングを示したものであるが、その中で同社は中位の 9 位に位置してい
る。 
                                                        












































































に至っている。これにより B to B コネクタは同社の主要製品となり、現在でも収益の柱と
なっている。 
 
                                                        


















表 2-2 イリソ電子の製品開発の経緯 
年 月 製 品 名 
1973 年 4 月 プリント基板上で電線を巻き付けて接続するラッピングピンを開発し、製
造・販売を開始 
1975 年 1 月 プリント基板上で部品両側より回路を接続するジャンパーピンを開発し、製
造、販売を開始 
1975 年 12 月 樹脂部分とピンを合体させることにより、接続のパターンを広げるピンヘッ
ダー（雄コネクタ）の製造・販売を開始 
1977 年 1 月 プリント基板上で基板の動作チェクを行うチェックピンを開発し、製造・販
売を開始 
1977 年 9 月 先端部をテーパ状に加工したコネクタ用ピンを開発し、製造・販売を開始 
1982 年 7 月 スイッチ機能を持つ短絡用コネクタの製造・販売を開始し、本格的にコネク
タ分野に進出 
1985 年 2 月 プリント基板同士を接続する B to B コネクタの製造・販売を開始 









リーズ数が 3 であるのに対して、イリソ電子は 23 シリーズと幅広い製品ラインナップで
対応している。また、可動方向は Y 社のフローティングコネクタが、各シリーズとも XY
方向へ 2 軸のみ可動するのに対して、イリソ電子のフローティングコネクタは、X 軸と Y











表 2-3 フローティングコネクタの比較 
 イリソ電子 Y 社 
シリーズ数 23 3 
可動方向 X-Y-Z 軸 X-Y 軸 
ピッチ 0.5mm～2.0mm 0.4mm～0.5mm 
嵌合の高さ 4～30mm 1.2mm～1.5mm 
出所）Y 社については、ウェブサイト「製品情報」、イリソ電子については、製品カタログ 













回路製造業」は 2002 年以降、4％超～5％超の高い水準を維持している（松本, 2016, pp.15-
16）。 









Z 社を除く 3 社の中で Y 社の売上高研究開発費比率が 10％以上と一番高くなっており、
研究開発型の企業の特徴を示しているのが分かる。一方、イリソ電子の売上高研究開発費
比率は 3 社の中で一番低く、平均して約 3.1％となっている。また、もう一方の競合企業で








を行った。その中で製造業 9 社8 を対象として、仮に研究の効果が 5 年後の利益として出
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図 2-6 は、イリソ電子と競合企業の 2007 年から 2011 年までの研究開発費の累計額と、




























































他にも、イリソ電子独自の技術として、抜け防止構造「I-Lock™」(図 2-7 参照) がある。
従来のコネクタは、顧客から「カードが抜ける」、「どこまで挿入すれば良いのか判らない」
などといった要求や不満があり、同社ではこれらを解消するために FPC/FFC コネクタ10 の
カード抜けを防止するロック方式を独自に開発した。既存のコネクタとは異なり、コネク
                                                        
9 High-Definition Multimedia Interface, 高精細度マルチメディアインターフェースの略語。 































































の X 社は 2000 年以降に海外に販売会社を設置し、Y 社も 2000 年以降に海外に現地法人を
設立したが、これらの企業に比べると同社がいかに海外の市場を意識し、海外の売り上げ
拡大に積極的だったのか推測できる。 










図 2-9 地域別売上高構成比（2016 年 3 月期） 
 



























て、PPAP（Production Part Approval Process, 生産部品の承認プロセス）承認後、量産が開始
される。 
 






















図 2-11 製品化フロー 
開発企画書（営業） 
↓ ↓ 
A 製品 B 製品 





開発会議   
↓   



















































































→ ③仮図面 OK 
← ④試作・評価 

















































































































図 3-1 および図 3-2 は、電子部品大手 5 社（京セラ、村田製作所、TDK、日本電産、ア
ルプス電気）に日東電工を加えた日本の主な電子部品メーカーにおける、2012 年 3 月から
2016 年 3 月までの業績を比較したものである。グラフが示すように、売上高では京セラが
トップで、次いで TDK、村田製作所が続き、営業利益率では村田製作所がトップで、次い
で日東電工、日本電産が続いている。これらの企業における売上高に占める製品の特徴を

















                                                        
11 第 3 章は、『工業経営研究』に公表した佐藤（2018a）に基づいて作成している。 
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図 3-1 売上高推移の比較（2012 年 3 月～2016 年 3 月）
 
出所）各社有価証券報告書をもとに筆者作成。 































 アルプス電気は、1948 年 11 月に設立された東証一部上場の独立系の電子部品メーカー









現在でもその種類は約 40,000 にも及ぶ。主要な製品には、家電・OA 機器・業務機器・産
業機械などの広範囲に使用される「タクトスイッチ12」 があり、世界シェアの約 30％を獲
得している。また、車載用 Bluetooth モジュールは、2000 年に世界で初めて Bluetooth モジ




表 3-1 アルプス電気の概要 
社名 アルプス電気株式会社 
設立年月日 1948 年 11 月 1 日 
資本金 387 億 30 百万円(2016 年 3 月末現在) 
事業内容 電子部品・音響機器の製造、開発及び販売 








図 3-3 は、2011 年から 2015 年までの市場別売上高（連結）の推移を示したものである。




              
出所）財務資料より筆者作成。 
 







































図 3-4 アルプス電気の製品群 
 
出所）アルプス電気インタビューをもとに筆者作成。 




























図 3-5 は、電子部品大手 5 社および日東電工の 2012 年 3 月から 2016 年 3 月までの 5 年
間における売上高研究開発費比率（研究開発費を売上高で除した比率）の推移を示したも
のである。 
6 社中で村田製作所と TDK は、売上高研究開発費比率が 6.0％以上と高くなっており、
研究開発型の企業の特徴を示している。京セラと日東電工は平均して 4.0％以下で、6 社中
では研究開発への投資をあまり積極的に行っていないと考えられる。一方、アルプス電気














 図 3-6 は、電子部品大手 5 社に日東電工を加えた 6 社の 2007 年から 2011 年までの研究
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図 3-7 が、2004 年から 2013 年までの 10 年間における特許出願件数の推移を示したもの
である。この 10 年間に出願された特許数は、合計 5,238 件である。単年度ベースで見てみ












































































注）占有率 2.0%以上の製品を示している。                      
出所）Bizcruncher®（株式会社パテント・リザルト）よりデータを抽出し筆者作成。 






































これらの顧客情報は、日々の営業活動だけではなく、「Alps Show」や「Show in Customer」
を通じて収集される。同社のプライベート・ショーである「Alps Show」は、顧客や業界関
























図 3-9 旧体制の事業部制組織（～2009 年 3 月） 
 
出所）株式会社日経 BP（2012, pp.54-57）をもとに筆者作成。 
 
その弊害を改善すべく、2009 年 4 月に「AUTO（オートモーティブ） 事業本部」、「HM&I 
（ホーム、モバイル＆インダストリー）事業本部」、「MMP（メカトロニクス、マテリアル、










図 3-10 事業本部制（2015 年 2 月現在） 




され、「技術部」は、A 製品と B,C 製品に大きく分かれている。前者は、C1 部から C9 部
（C は Component の頭文字）で構成され、後者もまた M1 部から M9 部（M は Module の
頭文字）で構成されており、これは B,C 製品の開発を意識した組織体制となっている。 
 






A 製品の技術者は、原則的に担当の A 製品の開発・設計のみに携わる。A 製品の開発は
独自に進められており、顧客や市場から A 製品の引き合いがあった場合には、基本的にカ
スタム対応せずに顧客にそのまま販売する。B,C 製品などの複合化された製品を開発する
場合、例えば、B 製品としての車載用ステアリングモジュールに A 製品（例：アングルセ
ンサー）が内蔵される場合などには、B 製品に求められる仕様や開発日程に併せて原則的
には A 製品の開発が先行する。このように A 製品と B,C 製品の開発は、組織的にもある
程度独立して開発されており、民生と車載両方の市場に対応可能な体制を構築している。 













ックオフし、リソースを充当し CE を通じて開発を進めていく。 


































表 3-2 はアルプス電気の「タクトスイッチ」と競合企業 X 社の同タイプのスイッチのシ
リーズ数を比較したものである。競合企業 X 社との違いは、顧客ニーズに対応したバラエ
ティを豊富に抱えていることである。特に表面実装タイプに関しては、業界屈指のライン
                                                        









表 3-2 アルプス電気と競合企業 X 社のスイッチにおけるシリーズ数の比較 





スナップイン 9（2） 0 
表面実装 37（14） 13 
ラジアル 5（2） 2 
DIP 端子 0 11 
合計 51（18） 26 
















                                                        














が、同社ではこの製品をカスタム対応する B 製品としている。 
 
図 3-12 「パワーウィンドゥスイッチモジュール」のイメージ




















み合わせにより製品のバリエーションの幅も大きく広がっている（図 3-14 参照）。 
 





































ようになることである。そして、もう一つは、自社製品が A 製品から B,C 製品へと複合化
することである。製品が複合化した場合でも、A 製品のアーキテクチャはインテグラル型







































を超えるために CE が行われるようになった。もう一つは、B,C 製品の内部構造に複数の
A 製品を組み込んで開発するために、単品レベルの開発は B,C 製品と切り離し、独立して
開発するようになったことである。前者は自動車メーカーとの関係に規定され、後者は複
合部品のアーキテクチャをモジュラー化する戦略を反映した組織となる。つまり、車載部











表 4-1 はイリソ電子とアルプス電気における事実関係の比較を示したものである。 
 
表 4-1 イリソ電子とアルプス電気における事実関係の比較 
 イリソ電子 アルプス電気 
製品の特性 単品 単品・モジュール品 
取引形態 車載が 8 割 車載が 6 割 








ロックイン回避 積極的（比較的回避が容易） 積極的（回避が容易ではない） 
知財の確保 しやすい しにくい 
複数購買対応 カスタム度合いが大きくなるにつれて少なくなる 
先行開発への関与 極めて少ない 車載製品に関しては積極的に関与 





















































































































図 4-1 イリソ電子の分析結果 
 
注 1）I：インテグラル、M：モジュラー                           




図 4-2 アルプス電気の分析結果   
 



























注 1）I：インテグラル、M：モジュラー                                                                     
注 2）矢印の実線は主な対応、破線は副次的対応を表す。                    
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